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(57)【要約】
【課題】ケンドン式で建て込んだ網戸の脱落を確実に防
止する。
【解決手段】開口枠に対してケンドン式で建て込んだ網
戸４０の脱落を防止する構造において、網戸４０の縦框
４３には、開口枠に対向する見込み面からの突出量が変
化する状態でストッパ部材７０を移動可能に配設し、ス
トッパ部材７０には、縦框４３の見込み面から開口枠に
向けてストッパ部材７０が予め設定した量を超えて突出
した場合に縦框４３の見込み方向に沿った内周壁部分４
３１ａの内表面４３１ａ１に対向する位置に突出し、縦
框４３の内表面４３１ａ１に当接することによってスト
ッパ部材７０の退行方向への移動を規制する内壁面７３
ｄを設けた。
【選択図】図１０
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　開口枠に対してケンドン式で建て込んだ網戸の脱落を防止する構造において、
　前記網戸の框には、前記開口枠に対向する見込み面からの突出量が変化するストッパ部
材を移動可能に配設し、
　前記ストッパ部材には、前記框の見込み方向に沿った表面に対向する位置に突出し、前
記框の前記表面に当接することによって前記ストッパ部材の退行方向への移動を規制する
移動規制面を設けたことを特徴とする網戸の脱落防止構造。
【請求項２】
　前記開口枠と前記框の見込み面との間には、一方の端部が前記框に固定され、かつ他方
の端部が前記框の長手方向に沿って移動可能に配設されるとともに、中間部が前記開口枠
に向けて突出する板バネ部材を介在させ、
　前記ストッパ部材は、前記框の見込み面に設けたスライド孔から出没するように移動可
能に配設したものであり、前記框の見込み面から突出した場合に前記板バネ部材の他方の
端部に当接することによって前記板バネ部材の中間部が前記框の見込み面に近接する方向
に弾性変形するのを規制する一方、前記框の見込み面から退行した場合に前記板バネ部材
の他方の端部が前記スライド孔を超えて移動するのを許容することを特徴とする請求項１
に記載の網戸の脱落防止構造。
【請求項３】
　前記ストッパ部材には、前記框の長手方向に対して交差する方向に延在し、先端が前記
開口枠に向かう一方、基端部が前記框から外部に露出する弾性舌片を形成するとともに、
前記弾性舌片の先端部に前記移動規制面を形成し、
　前記弾性舌片の弾性力により前記移動規制面を前記框の見込み方向に沿った表面に対向
させることを特徴とする請求項１に記載の網戸の脱落防止構造。
【請求項４】
　前記框は、長手方向に沿って延在する中空の角筒状を成す部分を有し、かつ前記角筒状
を成す部分は、見込み方向に沿った内周側の内周壁部分及び外周側の外周壁部分にそれぞ
れ前記スライド孔を有したものであり、
　前記移動規制面が前記框の内周壁部分と前記外周壁部分との間において前記内周壁部分
の内表面に対向することを特徴とする請求項２に記載の網戸の脱落防止構造。
【請求項５】
　前記網戸は、縦框を挿入縁部としてケンドン式で前記開口枠に建て込むものであり、
　前記ストッパ部材は、前記網戸の左右の縦框にそれぞれ配設したことを特徴とする請求
項１に記載の網戸の脱落防止構造。
【請求項６】
　前記ストッパ部材は、前記網戸の左右の縦框の間に配設した横框をガイドとして移動可
能に支持させたことを特徴とする請求項５に記載の網戸の脱落防止構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、開口枠に対してケンドン式で建て込んだ網戸の脱落防止構造に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　開口枠に対してケンドン式で建て込んだ網戸には、開口枠からの不用意な脱落を防止す
る脱落防止構造が適用されている。例えば、特許文献１に記載された網戸は、縦框を挿入
縁部として開口枠に建て込まれるもので、開口枠と網戸の縦框との間に板バネ部材を介在
させるようにしている。板バネ部材は、一方の端部が縦框に固定され、かつ中間部が開口
枠に圧接するように設けられている。板バネ部材の他方の端部は、縦框の長手方向に沿っ
て移動することが可能である。この脱落防止構造によれば、板バネ部材を撓めながら網戸
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を開口枠に建て込むと、板バネ部材の弾性力によって開口枠に対する網戸の左右方向に沿
った移動が規制されるため、開口枠に対する網戸の脱落を防止することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】実公平１－３９３４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上述した脱落防止構造にあっても、網戸に対して板バネ部材の弾性変形
能を超えた外力が加えられた場合、開口枠に対する縦框の係合状態が解除されることにな
り、網戸の脱落を防止することが困難となる。
【０００５】
　本発明は、上記実情に鑑みて、ケンドン式で建て込んだ網戸の脱落を確実に防止するこ
とのできる網戸の脱落防止構造を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するため、本発明に係る網戸の脱落防止構造は、開口枠に対してケンド
ン式で建て込んだ網戸の脱落を防止する構造において、前記網戸の框には、前記開口枠に
対向する見込み面からの突出量が変化するストッパ部材を移動可能に配設し、前記ストッ
パ部材には、前記框の見込み方向に沿った表面に対向する位置に突出し、前記框の前記表
面に当接することによって前記ストッパ部材の退行方向への移動を規制する移動規制面を
設けたことを特徴とする。
【０００７】
　この発明によれば、框の見込み面からストッパ部材を突出させ、移動規制面を框の表面
に対向させれば、ストッパ部材の退行移動が規制される。従って、ストッパ部材の突出し
た分だけ開口枠に対する網戸の移動が制限されることになり、開口枠に対する網戸の脱落
を確実に防止することが可能となる。しかも、移動規制面を框の見込み方向に沿った表面
に対向させるようにしているため、押し出し形材によって框を構成した場合にも、成形誤
差の影響を受けるおそれがなく、移動規制面を確実に框の表面に当接させることができる
。
【０００８】
　また本発明は、上述した網戸の脱落防止構造において、前記開口枠と前記框の見込み面
との間には、一方の端部が前記框に固定され、かつ他方の端部が前記框の長手方向に沿っ
て移動可能に配設されるとともに、中間部が前記開口枠に向けて突出する板バネ部材を介
在させ、前記ストッパ部材は、前記框の見込み面に設けたスライド孔から出没するように
移動可能に配設したものであり、前記框の見込み面から突出した場合に前記板バネ部材の
他方の端部に当接することによって前記板バネ部材の中間部が前記框の見込み面に近接す
る方向に弾性変形するのを規制する一方、前記框の見込み面から退行した場合に前記板バ
ネ部材の他方の端部が前記スライド孔を超えて移動するのを許容することを特徴とする。
【０００９】
　この発明によれば、ストッパ部材によって板バネ部材の弾性変形を規制し、これによっ
て開口枠に対する網戸の脱落を防止するようにしているため、ストッパ部材を開口枠に当
接させる必要が無く、ストッパ部材の操作ストロークが短くてすむ。
【００１０】
　また本発明は、上述した網戸の脱落防止構造において、前記ストッパ部材には、前記框
の長手方向に対して交差する方向に延在し、先端が前記開口枠に向かう一方、基端部が前
記框から外部に露出する弾性舌片を形成するとともに、前記弾性舌片の先端部に前記移動
規制面を形成し、前記弾性舌片の弾性力により前記移動規制面を前記框の見込み方向に沿
った表面に対向させることを特徴とする。
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【００１１】
　この発明によれば、框の外部に露出した弾性舌片の中間部を押圧操作することによって
框の表面に対する移動規制面の位置を変更することになる。従って、移動規制面の移動ス
トロークをより大きく確保することができる。また、移動規制面の位置を変更する操作を
行う場合には、移動規制面のストローク量に対して操作ストローク量が小さくてすむ。
【００１２】
　また本発明は、上述した網戸の脱落防止構造において、前記框は、長手方向に沿って延
在する中空の角筒状を成す部分を有し、かつ前記角筒状を成す部分は、見込み方向に沿っ
た内周側の内周壁部分及び外周側の外周壁部分にそれぞれ前記スライド孔を有したもので
あり、前記移動規制面が前記框の内周壁部分と前記外周壁部分との間において前記内周壁
部分の内表面に対向することを特徴とする。
【００１３】
　この発明によれば、框の角筒状を成す部分の内部でストッパ部材の移動規制面が框の内
表面に対向することによって退行方向への移動が規制される。
【００１４】
　また本発明は、上述した網戸の脱落防止構造において、前記網戸は、縦框を挿入縁部と
してケンドン式で前記開口枠に建て込むものであり、前記ストッパ部材は、前記網戸の左
右の縦框にそれぞれ配設したことを特徴とする。
【００１５】
　この発明によれば、左右の縦框にそれぞれ設けたストッパ部材によって開口枠に対する
網戸の脱落が防止される。
【００１６】
　また本発明は、上述した網戸の脱落防止構造において、前記ストッパ部材は、前記網戸
の左右の縦框の間に配設した横框をガイドとして移動可能に支持させたことを特徴とする
。
【００１７】
　この発明によれば、縦框の見付け寸法に関わらず、下框や上框等の横框によってストッ
パ部材のガイド長さを十分に確保することができる。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、框の見込み面からストッパ部材を突出させ、移動規制面を框の表面に
対向させれば、ストッパ部材の退行移動が規制される。従って、ストッパ部材の突出した
分だけ開口枠に対する網戸の移動が制限されることになり、開口枠に対する網戸の脱落を
確実に防止することが可能となる。しかも、移動規制面を框の見込み方向に沿った表面に
対向させるようにしているため、押し出し形材によって框を構成した場合にも、成形誤差
の影響を受けるおそれがなく、移動規制面を確実に框の表面に当接させることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】図１は、本発明の実施の形態である網戸の脱落防止構造を適用した建具を室内側
から見た図である。
【図２】図２は、図１に示した建具の縦断面図である。
【図３】図３は、図１に示した建具の横断面図であり、右半部が建具の上半部の横断面を
示し、左半部が建具の下半部の横断面を示すものである。
【図４】図４は、図１に示した建具に適用する網戸の要部拡大斜視図である。
【図５】図５は、図１に示した建具に適用する網戸の要部拡大側面図である。
【図６】図６は、図１に示した建具に適用する網戸を室内側から見たもので、ストッパ部
材を外周側に配置した状態の要部拡大一部破断図である。
【図７】図７は、図１に示した建具に適用する網戸を室内側から見たもので、ストッパ部
材を内周側に移動した状態の要部拡大一部破断図である。
【図８】図８は、図１に示した建具に適用する網戸を室内側から見たもので、ストッパ部



(5) JP 2017-8498 A 2017.1.12

10

20

30

40

50

材を外周側に配置した状態で板バネ部材を弾性変形させた状態の要部拡大一部破断図であ
る。
【図９－１】図９－１は、図１に示した建具の網戸に適用するストッパ部材の斜視図であ
る。
【図９－２】図９－２は、図９－１に示したストッパ部材を室内側から見た図である。
【図９－３】図９－３は、図９－１に示したストッパ部材を室外側から見た図である。
【図９－４】図９－４は、図９－１に示したストッパ部材を外周側から見た図である。
【図９－５】図９－５は、図９－１に示したストッパ部材の平面図である。
【図９－６】図９－６は、図９－２におけるＡ－Ａ線断面図である。
【図１０】図１０は、図１に示した建具に適用する網戸の要部であり、ストッパ部材を外
周側に配置した状態の拡大平面図である。
【図１１】図１１は、図１に示した建具に適用する網戸の要部であり、ストッパ部材の弾
性舌片を弾性変形させた状態の拡大平面図である。
【図１２】図１２は、図１に示した建具に適用する網戸の要部であり、ストッパ部材を内
周側に配置した状態の拡大平面図である。
【図１３】図１３は、図１に示した建具の変形例を示した要部拡大横断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、添付図面を参照しながら本発明に係る網戸の脱落防止構造の好適な実施の形態に
ついて詳細に説明する。
【００２１】
　図１～図３は、本発明の実施の形態である網戸の脱落防止構造を適用した建具を示した
ものである。ここで例示する建具は、開口枠１０の内部に外障子２０及び内障子３０を備
えるとともに、開口枠１０の最も室外側となる部位に網戸４０を備えて構成してある。
【００２２】
　開口枠１０は、上枠１１、下枠１２及び左右の縦枠１３を四周枠組みすることによって
矩形状に構成したものである。本実施の形態では、特に、上枠１１及び下枠１２に対して
縦枠１３がほぼ２倍の長さを有した縦長矩形状の開口枠１０を例示している。図３に示す
ように、左右の縦枠１３には、最も室外側となる部位にガイドヒレ部１３ａが設けてある
。ガイドヒレ部１３ａは、後述する網戸４０を上下方向に沿って移動可能に支持するため
の薄板状部分であり、それぞれの縦枠１３から互いに対向する方向に向けて突出している
。
【００２３】
　図１～図３に示すように、外障子２０及び内障子３０は、それぞれガラス板２１，３１
の四周に上框２２，３２、下框２３，３３及び左右の縦框２４，３４を装着することによ
って構成したガラス窓であり、ほぼ正方形状を成している。本実施の形態の建具では、外
障子２０を開口枠１０の上部に固定し、一方、内障子３０を縦枠１３の長手方向に沿って
移動可能に支持させることにより、いわゆる「片上げ下げ窓」を構成している。内障子３
０が開口枠１０の下部に配置された場合には、内障子３０及び外障子２０によって開口枠
１０が閉じた状態となる。内障子３０が開口枠１０の上部に配置された場合には、開口枠
１０において外障子２０よりも下方となる部位が開放されることになる。尚、図には明示
していないが、本実施の形態の内障子３０は、いわゆる「内倒し窓」としても機能するよ
うに、下框３３の長手方向に沿った軸を中心として上框３２を室内側に引き倒すことがで
きるように開口枠１０に支持してある。
【００２４】
　網戸４０は、上框（横框）４１、下框（横框）４２及び左右の縦框４３によって構成し
た框体と、框体の開口部を覆うように設けた網状体４５とを備えたものである。本実施の
形態では、開口枠１０において外障子２０よりも下方となる部位の開口を覆うことができ
るように、網戸４０の外形寸法が設定してある。網戸４０の框体は、いわゆる縦通しと称
されるもので、左右の縦框４３の間に上框４１及び下框４２が配置してある。
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【００２５】
　網戸４０の上框４１、下框４２及び左右の縦框４３は、例えばアルミニウム合金や樹脂
によって成形した押し出し形材からなるもので、全長にわたってほぼ一様な断面形状を有
するように構成してある。図３に示すように、左右の縦框４３は、角筒状を成す框基部４
３１と、框基部４３１の外周側となる見込み面から外周方向に突出した一対のカバーヒレ
部４３２，４３３とを有している。左右の縦框４３において框基部４３１の外周側に位置
する見込み面の相互間距離は、左右の縦枠１３から突出したガイドヒレ部１３ａの相互間
距離よりも短く設定してある。これに対して左右の框基部４３１から突出した一対のカバ
ーヒレ部４３２，４３３は、個々の突出端面間距離がいずれもガイドヒレ部１３ａの相互
間距離よりも長くなるように設定してある。但し、框基部４３１の室内側に設けたカバー
ヒレ部（以下、区別する場合に「内方カバーヒレ部４３３」という）は、その突出端面か
らもう一方の縦框４３の框基部４３１において外周側に位置する見込み面までの距離が、
ガイドヒレ部１３ａの相互間距離よりも短くなるように構成してある。框基部４３１の室
外側に設けたカバーヒレ部（以下、区別する場合に「外方カバーヒレ部４３２」という）
の突出長さは、内方カバーヒレ部４３３に比べて長く設定してある。外方カバーヒレ部４
３２の延在端部には、エアタイト材４６を装着するための装着溝４３２ａが設けてある。
図３～図８に示すように、縦框４３の框基部４３１において外周側に位置する見込み面と
縦枠１３との間には、板バネ部材５０及び摺動部材６０が配設してある。
【００２６】
　板バネ部材５０は、平板状を成す基板部５１と、基板部５１の両端部から延在した斜板
部５２と、斜板部５２から延在した取付板部５３，５４とを有したものである。斜板部５
２は、基板部５１の一方の表面側に向けて傾斜するように屈曲した平板状部分である。取
付板部５３，５４は、個々の斜板部５２の延在端部から互いに離隔する方向に延在した平
板状部分である。図からも明らかなように、これらの取付板部５３，５４は、基板部５１
にほぼ平行となり、かつ互いにほぼ同一の平面上に位置するように設けてある。この板バ
ネ部材５０は、一方の取付板部（以下、区別する場合に「固定取付板部５３」という）を
介して縦框４３の框基部４３１に取付ネジ５５を螺合することにより、一対のカバーヒレ
部４３２，４３３の間に取り付けてある。
【００２７】
　上記のようにして框基部４３１に取り付けた板バネ部材５０は、図６及び図７に示すよ
うに、斜板部５２によって基板部５１が框基部４３１の見込み面から離隔した状態となる
。この状態から基板部５１を框基部４３１に近接する方向に押圧すると、斜板部５２の延
在端部が互いに離隔するように弾性変形するとともに、他方の取付板部（以下、区別する
場合に「可動取付板部５４」という）が框基部４３１の長手方向に沿って移動することに
より、図８に示すように、基板部５１を框基部４３１に近接させた位置に配置することが
可能となる。基板部５１に付与していた外力を除去すると、弾性復元力によって板バネ部
材５０が元の形状に復帰し、図６及び図７に示すように、再び基板部５１が框基部４３１
から離隔した状態に維持される。
【００２８】
　摺動部材６０は、板バネ部材５０の基板部５１に取り付けたブロック状部材である。摺
動部材６０には、外周側に位置する面に摺動溝６１が設けてある。摺動溝６１は、縦枠１
３に設けたガイドヒレ部１３ａを摺動可能に収容することのできる凹溝であり、縦框４３
の長手方向に沿って摺動部材６０を貫通している。
【００２９】
　図１に示すように、本実施の形態では、それぞれの縦框４３の上端部及び下端部にそれ
ぞれ板バネ部材５０及び摺動部材６０が配設してある。板バネ部材５０の向きは、個々の
縦框４３において互いに近接する側が固定取付板部５３となり、可動取付板部５４が上框
４１の延長上もしくは下框４２の延長上に配置されるように取り付けてある。
【００３０】
　さらに、網戸４０の縦框４３には、それぞれの板バネ部材５０に対応して４つのストッ
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パ部材７０が配設してある。４つのストッパ部材７０は、網戸４０の互いに対角の位置に
配設したものが同一の構成を有し、隣設するものは互いに対称の構成を有したものである
。従って、以下においては便宜上、図４～図１２を参照しながら、縦框４３と下框４２と
の連結部であって室内側から見た場合に左方となる位置に配設したストッパ部材７０を代
表して説明することとする。
【００３１】
　ストッパ部材７０は、基準となるスライドベース７１に規制突部７２及び弾性舌片７３
を設けたもので、例えば樹脂によって一体に成形してある。スライドベース７１は、略矩
形の厚板状を成すものである。スライドベース７１において縦框４３の内周側に配置され
る基端部には、室内側に向けて突出するように手掛かり用のリブ７１ａが設けてある。ス
ライドベース７１の先端部は、基端部に比べてわずかに幅が小さくなるように構成してあ
る。
【００３２】
　規制突部７２は、スライドベース７１の先端部から突出したものである。本実施の形態
では、ガイド片７２ａ及びストッパ片７２ｂを有して規制突部７２を構成するようにして
いる。ガイド片７２ａは、スライドベース７１よりも幅の狭い矩形の厚板状を成すもので
、スライドベース７１の先端面からスライドベース７１に沿って突出している。図からも
明らかなように、ガイド片７２ａは、スライドベース７１の幅を２等分する中心線とガイ
ド片７２ａの一方の側面とが略一致するように、スライドベース７１に対してオフセット
して設けてある。ストッパ片７２ｂは、ガイド片７２ａにおいてスライドベース７１の中
心部側に位置する縁部から室外側に向けて突出するように設けた厚板状を成すものである
。
【００３３】
　弾性舌片７３は、スライドベース７１の基端側を除く３方にスリット７４を設けること
によってスライドベース７１の内部に片持ち状に設けた板状部分である。この弾性舌片７
３は、基端部の板厚がスライドベース７１よりも小さく構成してあり、板厚の小さい部分
を基端として先端部を弾性的に変形することが可能である。この弾性舌片７３には、挿入
ガイド面７３ａ、係合溝７３ｂ及び押圧突部７３ｃが設けてある。挿入ガイド面７３ａは
、弾性舌片７３の先端部において室内に臨む表面に設けた傾斜面であり、弾性舌片７３の
先端に向けて漸次板厚が小さくなるように傾斜している。挿入ガイド面７３ａの室内側に
位置する部分は、図９－５及び図９－６に示すように、弾性舌片７３が無負荷状態にある
場合にスライドベース７１の室内に臨む表面よりも室内側に突出している。係合溝７３ｂ
は、弾性舌片７３の延在方向に対して直交するように設けた凹溝である。図１０に示すよ
うに、係合溝７３ｂの幅は、縦框４３の框基部４３１において内周側に位置する内周壁部
分４３１ａの板厚よりもわずかに大きな寸法に形成してある。また、図９－５及び図９－
６に示すように、係合溝７３ｂにおいて外周側に位置する内壁面（移動規制面）７３ｄは
、弾性舌片７３が無負荷状態にある場合、スライドベース７１の室内に臨む表面よりも室
内側に突出している。押圧突部７３ｃは、弾性舌片７３において係合溝７３ｂよりも基端
側となる部位に設けた突出部である。この押圧突部７３ｃは、弾性舌片７３が無負荷状態
にある場合にスライドベース７１の室内に臨む表面よりも室内側に突出している。
【００３４】
　スライドベース７１の室内側に位置する表面において規制突部７２と弾性舌片７３との
間に位置する部位には、表示用の着色部７５が設けてある。着色部７５は、スライドベー
ス７１や縦框４３とは異なる色相で、かつ視認性の良好なものに着色してある。本実施の
形態では、白色の縦框４３及びストッパ部材７０に対して着色部７５が赤色に着色してあ
る。
【００３５】
　上記のように構成したストッパ部材７０は、図６及び図１０に示すように、スライドベ
ース７１が縦框４３の框基部４３１において内周壁部分４３１ａよりも内周側に突出し、
かつ規制突部７２が框基部４３１の外周側に位置する外周壁部分４３１ｂから突出可能と
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なる状態で下框４２の長手方向に沿って移動可能に配設してある。より具体的に説明する
と、框基部４３１の内周壁部分４３１ａにベーススライド孔４３１ｃが形成してあるとと
もに、外周壁部分４３１ｂに規制部スライド孔４３１ｄが形成してあり、スライドベース
７１がベーススライド孔４３１ｃに摺動可能、かつ規制突部７２が規制部スライド孔４３
１ｄに摺動可能となる状態でストッパ部材７０が縦框４３に配設してある。本実施の形態
では、縦框４３から内周側に突出したスライドベース７１が下框４２の室内に臨む見付け
面に当接しており、下框４２の見付け面をガイドとしてストッパ部材７０を移動すること
が可能である。図からも明らかなように、外周壁部分４３１ｂの規制部スライド孔４３１
ｄは、板バネ部材５０が無負荷状態にある場合に可動取付板部５４よりも下方となり、か
つ基板部５１を框基部４３１に近接する方向に押圧した場合には、図８に示すように、長
手方向に沿って移動した可動取付板部５４が突出して配置される位置に形成してある。
【００３６】
　縦框４３に配設したストッパ部材７０は、最も外周側に配置した場合、図６及び図１０
に示すように、規制突部７２が框基部４３１の外周壁部分４３１ｂから開口枠１０に向け
て突出し、かつ弾性舌片７３に設けた係合溝７３ｂに框基部４３１の内周壁部分４３１ａ
が配置された状態となる。この状態では、スライドベース７１の表面から突出した係合溝
７３ｂの内壁面７３ｄが框基部４３１の内周壁部分４３１ａにおいて見込み方向に沿った
内表面４３１ａ１に対向するため、ストッパ部材７０の退行移動が規制され、規制突部７
２が突出した状態に維持される。従って、この状態から摺動部材６０を介して板バネ部材
５０の基板部５１を框基部４３１に近接する方向に押圧した場合にも、可動取付板部５４
が規制突部７２のストッパ片７２ｂに当接することにより、板バネ部材５０の弾性変形が
規制され、摺動部材６０が框基部４３１から離隔した状態を維持する。このとき、図６に
示すように、スライドベース７１の着色部７５は、框基部４３１の内部に収容された状態
にあり、外部から視認することができない。
【００３７】
　一方、図１１に示すように、押圧突部７３ｃを介して弾性舌片７３を室外側に向けて弾
性変形させ、係合溝７３ｂの内壁面７３ｄをスライドベース７１の表面よりも没入させる
と、ストッパ部材７０の退行移動が許容される。従って、スライドベース７１のリブ７１
ａを介してストッパ部材７０を内周側に移動させると、図７及び図１２に示すように、規
制突部７２を框基部４３１の内部に収容させることができる。従って、この状態から摺動
部材６０を介して板バネ部材５０の基板部５１を框基部４３１に近接する方向に押圧すれ
ば、図８に示すように、可動取付板部５４が規制部スライド孔４３１ｄに突出する位置ま
で移動することが可能であり、摺動部材６０を框基部４３１に近接させた位置に配置する
ことが可能となる。このとき、スライドベース７１の着色部７５は、框基部４３１の内周
壁部分４３１ａから外部に突出するため、規制突部７２が框基部４３１の内部に収容され
ていることを外部に表示することができる。
【００３８】
　上記のように構成した網戸４０を開口枠１０に建て込む場合には、それぞれのストッパ
部材７０を退行移動させ、この状態から一方の縦框４３を挿入縁部として、いわゆる左右
ケンドン式で開口枠１０に装着すれば良い。このとき、それぞれの摺動部材６０の摺動溝
６１に縦枠１３のガイドヒレ部１３ａを収容させれば、板バネ部材５０が弾性変形するこ
とによって一対のカバーヒレ部４３２，４３３の間にガイドヒレ部１３ａが挿入されるこ
とになる。さらに、この状態から他方の縦框４３を開口枠１０に近接させれば、一対のカ
バーヒレ部４３２，４３３の間にガイドヒレ部１３ａを挿入した状態に配置することがで
き、網戸４０を開口枠１０に建て込むことができる。
【００３９】
　最後に、規制突部７２が開口枠１０に向けて突出するようにストッパ部材７０を移動さ
せると、係合溝７３ｂの内部に框基部４３１の内周壁部分４３１ａが収容され、ストッパ
部材７０の内周側への退行移動が規制された状態となる。すなわち、ストッパ部材７０を
外周側に向けて移動させると、挿入ガイド面７３ａがベーススライド孔４３１ｃの内周面
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に当接することにより、弾性舌片７３が室外側に向けて弾性的に変形し、弾性舌片７３の
ベーススライド孔４３１ｃへの挿入が可能となる。その後、係合溝７３ｂが框基部４３１
の内周壁部分４３１ａに達した時点で弾性舌片７３が元の位置に復帰し、係合溝７３ｂの
内部に内周壁部分４３１ａが収容される。
【００４０】
　上記のようにして建て込まれた網戸４０は、それぞれの縦框４３に配設した摺動部材６
０の摺動溝６１に縦枠１３のガイドヒレ部１３ａが収容され、かつ板バネ部材５０の弾性
力によって摺動部材６０がガイドヒレ部１３ａに押圧された状態にある。従って、板バネ
部材５０の弾性力によって開口枠１０に対する網戸４０の左右方向に沿った移動が規制さ
れ、開口枠１０に対する網戸４０の脱落が防止される。しかも、ストッパ部材７０の規制
突部７２が框基部４３１から開口枠１０に向けて突出しているため、それぞれの板バネ部
材５０の弾性変形が規制される。従って、網戸４０に大きな外力が加えられた場合にも、
摺動部材６０が框基部４３１から離隔した状態を維持することになり、開口枠１０からの
網戸４０の脱落が確実に防止される。
【００４１】
　網戸４０を開口枠１０から取り外す場合には、押圧突部７３ｃを介して弾性舌片７３を
室外側に向けて弾性変形させ、そのままストッパ部材７０を内周側に向けて退行移動させ
れば、摺動部材６０が框基部４３１に対して近接する方向に移動可能となり、大きな操作
力を加えることなく、実施することが可能となる。この場合、上記の網戸４０においては
、弾性舌片７３の先端部に係合溝７３ｂの内壁面７３ｄを設けるとともに、弾性舌片７３
の基端部側に押圧突部７３ｃを設けるようにしているため、押圧突部７３ｃの操作量に対
して係合溝７３ｂの内壁面７３ｄの移動量が大きなものとなる。従って、網戸４０を取り
外す場合に押圧突部７３ｃの操作量が小さくて済み、作業の容易化を図ることができるよ
うになる。
【００４２】
　このように上述の建具においては、縦框４３の見込み面からストッパ部材７０の規制突
部７２を突出させ、係合溝７３ｂの内壁面７３ｄを縦框４３に対向させれば、ストッパ部
材７０の退行移動が規制される。従って、板バネ部材５０の可動取付板部５４がストッパ
部材７０の規制突部７２に当接することにより、板バネ部材５０の弾性変形が規制された
状態となり、開口枠１０からの網戸４０の脱落を防止することができるようになる。しか
も、係合溝７３ｂの内壁面７３ｄが対向するのは、縦框４３の框基部４３１において内周
壁部分４３１ａの内表面４３１ａ１であり、縦框４３を押し出し形材によって成形した場
合にも成形誤差の影響を受けるおそれがない部分である。すなわち、成形条件の相違によ
って縦框４３の板厚が変化した場合にも、係合溝７３ｂの内壁面７３ｄを確実に当接させ
ることが可能となり、網戸４０の脱落をより確実に防止できるようになる。
【００４３】
　尚、上述した実施の形態では、縦框にストッパ部材を配設し、左右ケンドン式で開口枠
に網戸を建て込むものを例示しているが、本発明はこれに限定されず、ストッパ部材を上
框や下框に設けることによって上下ケンドン式で開口枠に網戸を建て込むものにも適用す
ることが可能である。
【００４４】
　また、上述した実施の形態では、縦框の見込み面に対してストッパ部材の規制突部を出
没可能に配設し、規制突部が突出した時点でストッパ部材の板バネ部材の弾性変形を規制
することができるため、規制突部が突出した時点で直ちにストッパ部材の退行移動を規制
すべく移動規制面を枠の表面に対向させるようにしても良い。しかしながら、本発明は、
これらに限定されず、例えば図１３の変形例に示すように、板バネ部材を要すること無く
ストッパ部材７００を直接枠１３に当接させることによって網戸４０の脱落を防止するよ
うに構成することも可能である。すなわち、この変形例においては、スライドベース７０
１からの規制突部７０２の突出量を実施の形態よりも大きく設定したストッパ部材７００
を適用し、弾性舌片７０３の係合溝７０３ｂに框基部４３１の内周壁部分４３１ａが収容
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された場合に規制突部７０２の先端部を枠１３のガイドヒレ部１３ａに近接させるように
している。尚、この変形例では、ストッパ部材７００を内周側に移動させた場合にも、規
制突部７０２を完全に没入させる必要はなく、規制突部７０２とガイドヒレ部１３ａとの
間に網戸４０を取り外すだけの隙間が確保されれば良い。また、図１３の変形例において
実施の形態と同様の構成については同一の符号が付してある。
【００４５】
　さらに、上述した実施の形態では、ストッパ部材を上框や下框に当接した状態で移動可
能に配設しているが、必ずしもこれに限らない。また、ストッパ部材を配設する框の長手
方向に沿った寸法が大きい場合には、２カ所以上にストッパ部材を配設しても良い。さら
にまた、ストッパ部材を配設する框の形状としては必ずしも角筒状の框基部を備えている
必要はない。
【符号の説明】
【００４６】
　１０　開口枠、４０　網戸、４１　上框、４２　下框、４３　縦框、５０　板バネ部材
、５１　基板部、５２　斜板部、５３　固定取付板部、５４　可動取付板部、５５　取付
ネジ、７０　ストッパ部材、７１　スライドベース、７２　規制突部、７３　弾性舌片、
７３ｂ　係合溝、７３ｃ　押圧突部、７３ｄ　内壁面、４３１　框基部、４３１ａ　内周
壁部分、４３１ａ１　内表面、４３１ｂ　外周壁部分、４３１ｃ　ベーススライド孔、４
３１ｄ　規制部スライド孔、７００　ストッパ部材、７０１　スライドベース、７０２　
規制突部、７０３　弾性舌片、７０３ｂ　係合溝

【図１】 【図２】
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【図９－６】

【図１０】
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